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厚生年金・国民年金：１０月分から減額（3333年間で 2.52.52.52.5％）

国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/topics/2012/dl/0829_01_21.pdf

（平成24年11月16日成立・26日公布 平成24年法律第99号）

（抜粋）

２．施行期日

（２）特例水準の解消関係 ：平成25年10月１日

① 世代間公平の観点から、老齢基礎年金等の年金額の特例水準（2.5％）について、平成25年度

から 平成27年度までの３年間で解消する。

※ 現在支給されている年金額は、平成11年から13年までの間に、物価が下落したにもかかわら

ず、年金額を特例的に据え置いた影響で、法律が本来想定している水準（本来水準）よりも、

2.5％高い水準（特例水準）となっている。

※ 解消のスケジュールは、Ｈ25.10.▲1.0%、H26.4.▲1.0%、H27.4.▲0.5%

（報道より）

○毎日新聞 公的年金::::１０月分から減額 段階的に本来水準へ毎日新聞 2013 年 09 月 29 日 11 時 55 分

公的年金の支給額が過去の物価下落を反映し、１０月分（１２月支給）から１％減額される。２０１５年度

まで３段階で引き下げられ、減額幅は計２．５％となる。年金支給額の増減は原則、前年の物価変動に応じて

決定。１９９９〜０１年度は物価が下がったのに、政治判断で支給額が据え置かれ、約７兆円の「払い過ぎ」

が生じており、政府が１０月から３段階で本来水準に戻すことを決めていた。

減額後、１５年度の満額の国民年金は、１３年度の月額６万５５４１円に比べて月１６７５円減の６万３８

６６円。モデル世帯の厚生年金（夫婦２人分）は１３年度の月額２３万９４０円に比べ月５９００円減り、２

２万５０４０円になる。

毎年の減額幅は１３年度（１０月〜）と１４年度が１％ずつで、１５年度が０．５％。物価変動がない場合、

１カ月にどれだけ減るかをみると、国民年金は、１３年度６６６円▽１４年度６７５円▽１５年度３３４円。

厚生年金は、１３年度２３４９円▽１４年度２３７５円▽１５年度１１７６円の減額となる。

これにより、年金の伸びを物価の伸びより抑える「マクロ経済スライド」を発動する環境が整う。同スライ

ドは「特例水準解消後」に適用することが決まっているためで、１６年度以降も年金額は伸びない可能性があ

る。【佐藤丈一】

○しんぶん赤旗 2013年 9月 30日(月)主張 年金・手当の削減 暮らしの現実を見ない暴走だ

安倍晋三政権が公的年金や一人親家庭への手当などの削減を、１０月分から実行します。すでに８月から実

施されている生活保護費の過去最大の削減に続く、国民生活破壊の暴走です。安倍政権の「アベノミクス」に

よる物価高騰などで暮らしはますますきびしくなり、国民は生活の支えを切実に求めています。その現実をま

るで無視し、社会保障給付削減と消費税増税を容赦なく強行する安倍政権になんの大義もありません。

困難抱える世帯を直撃

１０月分（１２月受け取り分）からの年金削減は、昨年の国会で民主党政権が提案し、民自公３党などの賛

成で成立した年金改悪法にもとづくものです。老齢年金、遺族年金、障害年金について、現在の支給額を３年

かけて２・５％引き下げる計画です。１０月から１％、来年４月から１％、再来年４月から０・５％と連続カ

ットです。過去に例のない規模とやり方です。

同じ時期、消費税税率は来年４月から８％、再来年１０月から１０％へ大幅にアップしていきます。頼みの

年金はどんどん目減りする半面、買い物するたびにかかる消費税は重くなる―。高齢者の暮らしを直撃する政

治に怒りの声が上がり、年金受給者が「納得できない」と全国各地で不服審査請求に立ち上がる運動を開始し

たのはあまりに当然です。

１０月からの給付減は年金受給世帯にとどまりません。一人親家庭約１０９万世帯が受給している児童扶養

手当も削減されます。最初の半年に０・７％カット、３年で１・７％もの削減です。なかでもシングルマザー

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/topics/2012/dl/0829_01_21.pdf
http://mainichi.jp/search/index.html?q=%E5%85%AC%E7%9A%84%E5%B9%B4%E9%87%91&r=reflink


2

世帯の所得は子どものいる一般世帯の４割以下です。いまもギリギリの生活を強いられている母子世帯の手当

削減は、世界最悪の水準の母子家庭の貧困状態をますます加速します。

重度の障害者と障害のある子どもへの手当（のべ約４０万人が受給）、平均年齢が７８歳を超える被爆者の

約１７万人が受給している健康管理手当なども３年連続でカットされます。障害や原爆被害で特別な支援が必

要な人たちへの支給を削り込む冷たい仕打ちです。

困難を抱えている人を狙い撃ちにする年金・手当削減はなんの道理もありません。政府が持ち出す削減理由

は“過去の物価下落時に支給額を下げなかった”です。この理由は実態とかけ離れています。物価の下落幅が

大きいのは、もっぱら大型テレビやパソコンなど高齢者や母子世帯がひんぱんに購入するものではありません。

それどころか食料品などは上がっています。お年寄りや子ども、障害者に切実な医療費などは大幅に引き上げ

られています。過去の物価下落時に年金・手当額を据え置いたのも、受給者の生活状態がとても引き下げでき

る状態になかったことを想起すべきです。

消費税増税の中止を

パンなどの食料品、電気代などの値上げが本格化しているいま、年金・手当の削減の強行は国民の暮らしに

計り知れない打撃を与えます。暮らしを壊す暴走をやめさせるたたかいが急がれます。

年金・手当の削減は消費を冷え込ませ、「デフレ不況」克服にも逆行します。いま必要なのは年金・手当を

充実させる社会保障の再生と改革です。国民生活と日本経済に大打撃となる消費税増税の強行など断じて容認

できません。


